別記様式

既存不適格建築物調書
令和　　年　　月　　日
特定行政庁　　　殿
建築主　住所　　　

氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
既存建築物について、下記のとおり調査を実施したので報告します。
この調書は事実に相違ありません。
	調査者
（資格・氏名）
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	棟番号
	／　
	建物用途
	

	確認年月日
	
	確認済証番号
	

	完了検査年月日
	
	検査済証番号
	

	建築物着工年月日
	

	基準時年月日
	
	
	

	不適格条項
	
	
	

	不適格部分
	
	
	

	
	基準時(A)
	現在までの増減(B)
	本申請による増減(C)
	合計(D)

(A)+(B)+(C)
	基準時からの増加率D/A

	敷地面積
	㎡
	㎡
	㎡
	㎡
	%

	建築面積
	㎡
	㎡
	㎡
	㎡
	%

	床面積の合計
	㎡
	㎡
	㎡
	㎡
	%

	不適格部分
　　　　　床面積

　　　　　ＥＶ等
	
	
	
	
	%

	耐震診断実施年月日
	
	診断結果
	

	耐震改修実施年月日
	

	備考
	


※基準時年月日及び不適格条項欄は、該当する全ての基準時及び不適格条項について記載する。

※耐震診断実施年月日、診断結果、耐震改修実施年月日については該当がない場合は、「該当なし」と記載する。
※工事を複数回行っている場合は、工事毎の確認年月日、完了検査年月日及びそれぞれの済証番号を別途添付すること。
　又、各工事に係る建築物の部分を明示した配置図又は平面図を添付すること。

既存不適格建築物調書
令和○○年○○月○○日

特定行政庁　　　殿

建築主　住所○○市○○
氏名大分　太郎　　　　　　　　　　　　　　　


既存建築物について、下記のとおり調査を実施したので報告します。
この調書は事実に相違ありません。
	調査者
（資格・氏名）
	　○○一級建築士事務所

○○登録第　　　　　号　　一級建築士　　大分　二郎　　

	棟番号
	１／１
	建物用途
	病院

	確認年月日
	　　○○年○月○日
	確認済証番号
	第○○号

	完了検査年月日
	　　○○年○月○日
	検査済証番号
	第○○号

	建築物着工年月日
	 　　 ○○年○月○日

	基準時年月日
	平成１４年６月１日
	平成１９年６月２０日
	

	不適格条項
	法第２０条
	法第３６条施行令１１２条９項
	

	不適格部分
	柱梁接合部
	昇降機扉
	

	
	基準時(A)
	現在までの増減(B)
	本申請による増減(C)
	合計(D)

(A)+(B)+(C)
	基準時からの増加率D/A

	敷地面積
	１，０００㎡
	２００㎡
	０㎡
	１，２００㎡
	１２０%

	建築面積
	８００㎡
	２００㎡
	３００㎡
	１，３００㎡
	１６２．５%

	床面積の合計
	１５００㎡
	５００㎡
	６００㎡
	２，６００㎡
	１７３．３%

	不適格部分
　　　　　床面積

　　　　　ＥＶ等
	１５００㎡
ＥＶ２基
	５００㎡
０基
	０㎡
０基
	２，０００㎡
ＥＶ２基
	１００%

１００%

	耐震診断実施年月日
	該当なし
	診断結果
	該当なし

	耐震改修実施年月日
	該当なし

	備考
	既存建築物について、新耐震基準に適合していることを現地調査を行った上で、確認済。


※基準時年月日及び不適格条項欄は、該当する全ての基準時及び不適格条項について記載する。

※耐震診断実施年月日、診断結果、耐震改修実施年月日については該当がない場合は、「該当なし」と記載する。
※工事を複数回行っている場合は、工事毎の確認年月日、完了検査年月日及びそれぞれの済証番号を別途添付すること。

　又、各工事に係る建築物の部分を明示した配置図又は平面図を添付すること。
記載例





工事を複数回行っている場合は、それぞれの工事について記載。


（別紙一覧表等で可）





必要事項を記載。








